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住民間の物理的距離が近かったことから、互いの交流が保たれていたであろう (Festinger， Schachter, 

































渡遺， 2006) 、一方、抑制要因としては、街中の落書きゃ手入れをされていない家屋がある (Brown ，
Perkins, & Brown, 2004) 。社会的環境要因には、促進要因として、地域内のサポート・ネットワー夕、
友人の人数、ホームパーティに招待される頻度(真鍋， 1996; Mesch & Manor, 1998) が挙げられてい
る。治安の悪さの認知と犯罪不安は抑制要因となる (Adams， Rohe, & Arcury, 2005) 。また、地域にお
ける相対的剥奪感も地域コミットメントを弱める効果を持つ (Hikichi， 201 1)。
第 2 章住民の地域環境評価と地域コミットメント
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メント形成のモデルを再構築した。組織コミットメントは、 Porter， Steers, Mowday, & Boulian (1974) 
によって「特定の組織に対する個人の同一化あるいは関与」と定義されているが、それは社員の組織市
民行動や献身的な行動を促す効果を持つことが見出されてきた (e.g.， Becker & Billings, 1993) 。その要
因には、充実した福利厚生、良好な人間関係、快適な労働環境などのように、組織の制度や社会的環境
条件だけでなく、物理的環境条件も含むし、他の組織との比較し、優れていると判断されたものだけが




コミットメントを強める (e.g. ， Mayer & Schoorman, 1998) 。これと同様に、地域コミットメントの要
因も交通利便性などの利便性要因 (Twigger-Ross & Uzzell, 1996) や、近隣住民との交流といった関係



















分析の結果は、両地域の地域コミットメント形成機構を同じ理論モデルで説明可能であり (x 2 = 















図 2 歴史資産による 2 要因モデル
= 801.14, p < .001, GFI = .901, CFI = .932) 。また、 t 検定を用いて各要因の地域差を検討したところ、
歴史資産地域の評定値は、全てが非歴史資産地域の評定値に比べて有意に高かった。それ故、このモデ
ルに基づく我々の仮説は支持された。












と予測した(仮説 1 )。もう l つの要因は、過去住民との共通性感覚であった。栄誉の歴史資産の研究
例としては、伝統的な農業祭の参加者が、先祖も同じ場所で祭りを楽しんだのだと思いを巡らせること
が報告されている (Kyle & Chick , 2007) 。その一方で、、悲劇の歴史資産の例としては、奥田 (2010)
が長崎市で原爆投下日に行われる慰霊式典の参加者は、その行為が過去の住民も行ってきたものである
と実感することを示している。これらのことから、栄誉であれ悲劇であれ、歴史資産は過去住民との共
通性感覚を同等に高めると予測した(仮説 2)。歴史資産の熟知度も地域コミットメント形成の l つの
要因である。それは、栄誉の歴史であれ、悲劇の歴史であれ、歴史資産の象徴的価値や過去住民との共
通性感覚を高めるであろう(仮説 3) 。
この理論モデルと仮説の妥当性を検証するために、 3 度目の社会調査を行った(研究 3)。回答者は、
栄誉の歴史地域(奈良県奈良市、東京都文京区、宮城県松島町)の成人462名と悲劇の歴史地域(広島
県広島市中区、東京都墨田区、福島県会津若松市)の成人403名である。多母集団の同時分析の結果は、









495.37, p < .001, GFI = .914, CFI = .927) 、それは居住年数を統制しでも妥当で、あることを示した (x 2









































































































地域において社会調査を行い (N=865) 、上図のモデルを検討したところ(研究 3) 、両地域においてモ
デルに示された因果関係が確認されたが、象徴的価値は栄誉の歴史資産地域の方が強かった。なお、研
究 1~3 のすべての分析において居住期間の長さは各モデルに含まれる全変数に影響を与えたが、しか
しその影響を統制しても変数間の関係は頑健であった。
第 5 章の総合考察では、一連の実証研究を通して得られた知見に基づいて地域共同体再生のための提
言を行ったが、論者が特に強調したのは歴史資産の活用方法である。大規模な社会調査を繰り返し行っ
てユニークな視点から地域共同体の再生方策を理論的・実証的に提示した本論文は、共同体の社会科学
に対する学術的な貢献とともに、地域問題の解決に対する実践的な示唆を与えるものである。よって、
本論文の提出者は博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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